
令和７年度三川町創業支援事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本町における新たな創業を促進し、産業振興を図ることを目的として、

創業する個人に対し、予算の範囲内で創業支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を

交付することに関し、三川町補助金等の適正化に関する規則（昭和３８年規則第４号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「創業」とは、事業を営んでいない個人が新たに個人で事業を開始

すること又は事業を営んでいない個人が新たに法人等を設立し事業を開始することをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、本町において創業する者で、次の各号に掲げる要件

を全て満たす者とする。 

 （１） 創業することが確実であり、３年以上継続して事業を行う見込みがある者 

（２） フランチャイズ事業（親業者が加盟店に対し商号や商標の使用とともに与える一定

地域内での独占的販売権）により開業する者でない者 

（３） 許認可等を必要とする業種にあっては、当該許認可等を受けている又は受ける見込 

みがある者 

（４） 出羽商工会会員又は出羽商工会へ加入申込書を提出し受理された者 

（５） 町税の滞納がない者 

（６） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号） 

 に規定する風俗営業及び性風俗関連特殊営業でない者 

（７） 政治活動及び宗教活動を行う者でない者 

（８） 暴力団又は暴力団員、及び暴力団員が役員である者、暴力団員と社会的に非難され 

るべき関係を有している者でない者 

（９） その他町長が適当でないと認める者でない者 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、

別表１に定めるものとする。 

２ 算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

３ 国、県及び町等から交付を受ける他の補助金等と重複する経費は、補助対象経費としない。 

４ この補助金は、同一補助事業者に対して１回に限り交付するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、令和７年度三川町創業支援事業費補助金交付申

請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（１） 事業実施計画書（様式第２号） 

（２） 事業の内容及び経費が分かる書類（カタログや設計図、見積書等） 

（３） 町税の直近の納税証明書 

（４） 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく住民票の写し 

（５） その他町長が必要と認める書類 

 （実績報告） 

第６条 補助対象者は、補助事業が完了したときは、令和７年度三川町創業支援事業費補助金

実績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて、補助事業の完了した日から起算して



２０日を経過する日又は令和８年３月３１日のいずれか早い日までに、町長に報告しなけれ

ばならない。 

 （１） 事業実績書（様式第２号） 

 （２） 補助対象経費の支払いを証する書類（請求書、領収書等） 

 （３） 補助対象事業の実施完了が分かるもの（状況写真、広告チラシ等） 

 （４） 登記事項証明書の写し（法人の場合に限る。） 

 （５） 税務署に提出した個人事業の開業等届出書の写し（個人事業の場合に限る。） 

 （６） 営業許可証の写し（許認可を必要とする業種に限る。） 

 （７） その他町長が必要と認める書類 

 （補助金の交付） 

第７条 町長は、前条の規定に基づく報告によりその内容が適当と認めた後において、補助金

の交付請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内に交付決定者に対し、補助金を

交付するものとする。 

 （補助金の返還） 

第８条 町長は、申請者が虚偽の申告により補助金の交付を受けたときは、交付した補助金を

返還させることができる。 

（書類の保管） 

第９条 補助金の交付を受けた者は、交付に係る証拠書類を、交付年度の翌年度から起算して

５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 



別表１（第４条関係） 

 

補助対象経費及び補助金の額 

経費区分 内    訳 補助率等 補助限度額 

１ 広告宣伝費 宣伝広告に要する経費、チラシ、パンフ

レット、カタログ等の制作に要する経費 

補助対象経費

の１／２以内 
２０万円 

２ 委託費 デザイン、Web ページ作成等外部に委託す

る経費 

３ 備品購入費 事業運営に必要な設備、機械器具、什器

備品等に要する経費 

※税込１０万円未満のもので、減価償却

資産にならないものが対象。 

４ 看板設置費 看板設置にかかる看板制作費等 

 

５ 事務所及び店

舗の賃借料 

１ヶ月５万円までの賃借料を補助 

※１ヶ月の賃借料が５万円に満たない場

合はその額とする。 

※敷金・礼金等の附帯経費は含まない。 

１ヶ月５万円

まで 
１０万円 

※消費税及び地方消費税は、補助対象経費としない。 

※交付決定前に支払いしたものについては、補助対象としない。 

 

 


